
     

平成２４年度

公益事業振興補助事業

補助事業実施に関する事務手続要領

別冊 「補助事業評価事務手続要領」

（新世紀未来創造プロジェクト）

財団法人 J K A

評価要領



目    次

はじめに  ·························································································································································１

Ⅰ JKA補助事業評価の枠組み  ············································································································２

Ⅱ JKA補助事業評価の手順  ················································································································３

Ⅲ 自己評価の実施  ···································································································································４

１．自己評価の流れ  ···························································································································４

２．自己評価の実施  ···························································································································５

３．自己評価結果の提出 （E メール） ·····························································································６

Ⅳ 自己評価書の記入にあたって  ·········································································································８

１．【事前計画／自己評価書 （４／５）】 記入例  ·······································································８

２．         〃            作成の注意事項  ····················································９

３．【事前計画／自己評価書 （５／５）】 記入例  ····································································１０

４．         〃            作成の注意事項  ··················································１１

Ⅴ 平成２４年度 JKA補助事業 「自己評価スコアリングガイド」··················································１２

（書式見本）  事前計画／自己評価書  ····························································································１４

事前計画／自己評価書（１／５）～（３／５）  ··············································································１４

※ 補助金交付申請時に作成

事前計画／自己評価書（４／５）～（５／５）  ··············································································１５

※ 自己評価時に作成



－ はじめに －

本財団では、JKA補助事業の透明性、効率性を確保するとともに、ＪＫＡ補助事業の更なる向

上を図るため、外部の学識経験者及び有識者からなる公益事業振興補助事業審査・評価委員

会（以下「審査・評価委員会」といいます。）を設置してJKA補助事業の評価を行い、その結果を

公表することとしています。

補助事業者には、補助事業完了後、事業の実施状況及び「事前計画」で設定した指標及び

目標値等の達成状況を自己評価書により自ら確認・評価していただきます。

「自己評価」では、事業の実施結果、成果の測定・確認にとどまらず、その要因 （なぜ事業を

うまく実施できたのか、あるいは何が問題で計画通りに事業実施ができなかったのか。） も併

せて確認・分析することで、事業の課題等がより明確になりますので、結果を補助事業者自らの

今後の事業の改善等に役立てていただければ、幸いです。

JKAは、補助事業者の「自己評価」を、JKA補助事業全体の改善、向上に役立てます。

○ 「自己評価」は、後述のとおり「事前計画／自己評価書」により行っていただきますが、「事

前計画／自己評価書」に記入された内容は、補助事業改善のための統計資料等に使用す

るとともに、評価結果は公表の対象となりますので、作成にあたっては、次の各点にご留意く

ださい。

・ 内容を簡潔、かつ明確に、過不足なく記入するようにしてください。

・ 専門用語、業界用語の使用を避け、わかり易い言葉を使用し、初めて読む方にも理解し

易い説明、文章を心がけてください。

○ 成果の広報について

補助事業者自ら、補助事業の成果の十分な広報に努めるとともに、JKAが行う補助事業の成果の

広報にご協力（成果発表、補助事業アンケートへの回答等）をお願いいたします。

問 合 せ 先 財団法人 ＪＫＡ  補助事業評価室 事業評価課

  〒102-8011 東京都千代田区六番町４番地６

電話 直通 03－3512－1279

FAX 03－3512－1274

問合せ時間 平日の 9時30分から12時まで

   13時から17時30分まで

ＵＲＬ http://ringring-keirin.jp

Email  p24hyoka@keirin-autorace.or.jp

─ �─



Ⅰ　JKA補助事業評価の枠組み

JKA補助事業の評価は、審査・評価委員会のもと、以下の枠組みで行います。

１．JKA補助事業評価の目的

　評価を実施することで、補助事業者の行う個々の補助事業及びJKA補助事業全体の改善、向上を図るとともに、

評価結果を公表することで、社会的な説明責任に取り組みます。

２．評価対象、評価方法及び評価者

（※) 個々の補助事業を「木」に、JKA補助事業全体を「森」になぞらえています。

３．JKA補助事業のPDCAサイクルと評価

　JKA補助事業の評価では、「個々の補助事業」と「JKA補助事業全体」の2つのPDCAサイクルで、JKA補助事業

全体の改善、向上を図ります。　  (図表１）（図表２)

(1)  「個々の補助事業」のPDCAサイクルは、評価結果を補助事業者自ら今後の事業改善に役立てます。

① 補助事業者には、「事前計画」から始まる一連の「自己評価」を行っていただきます。

・「自己評価」は、事業の結果だけでなく、成果の実現を確認するため、２回実施していただきます。（P4 [Ⅲ 自己評価の実施]）

② JKA事務局は、補助事業者の「自己評価」を受けて「JKA一次評価」を行います。

③ 審査・評価委員会は、「自己評価」、「JKA一次評価」をもとに、「個々の補助事業」の審査・評価委員会評価

を行います。

(2)  「JKA補助事業全体」のPDCAサイクルは、評価結果をJKA補助事業全体の改善、向上に役立てます。

審査・評価委員会は、「個々の補助事業」の評価結果等をもとに「JKA補助事業全体」の評価を行います。

【PDCAサイクル】

　マネジメント手法です。

審査・評価委員会
評価

JKA補助事業
全体の評価

個々の補助事業の評価
結果等をもとに、事業分
野、補助事業全体の達
成状況等を評価

（図表１）

補助事業実施
事業内容の
見直し

補助方針の
見直し

事業分野、補助事業全
体の評価結果をもとに、
補助方針を見直し

自己評価（書）

JKA一次評価

補助事業
の選定

補助方針に基づき、補
助事業を選定（審査）

補助事業の実施 ①「個々の補助事業」のPDCAサイクル 

補助事業の計画
（策定・目標設定）

事前計画（書）

JKA補助事業全体
 個々の補助事業 「木」 （※) から構成される各事業分野における目標達成状況等の評価
並びに事業分野を取り巻く環境の整理等を通して、ＪＫＡ補助事業全体 「森」（※)  を評
価します。

・審査・評価委員会

・ 計画（Plan） → 実行（Do） → 評価（Check） → 改善（Act） のステップを繰り返すことによって、継続的な業務改善を推進する、

② 「JKA補助事業全体」のPDCAサイクル 

評価対象 評価方法 評価者

個々の補助事業
 個々の補助事業 「木」（※)  の目標達成状況並びに、その促進・阻害要因を把握し、評
価します。

・補助事業者
・JKA事務局
・審査・評価委員会

木

評
価

森

評
価

個々の補助事業

の評価

D 

P 

D 

C 

A 

C 

A 

P 

PDCAを実施する主体

補助事業者

JKA

審査・評価委員会

凡例
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　　　　　　　　　　　　　　次のサイクルへ 　　　　　　　　　　　　　　 次のサイクルへ

成果等について評価
平成26年
3月末まで

　　　　　　　　　　　　　　平成27年度のサイクルへ

：「個々の補助事業」のPDCAサイクル

：「JKA補助事業全体」のPDCAサイクル

25
年
度

以
降
　

事業内容の見直し
補助方針（見直し案）

の策定

自己評価 Ⅱ
「自己評価書」提出

JKA評価
（JKA）

○平成２６年３月末までに補助事業評価
室に提出（Ｅメール）

審査・評価委員会評価

JKA一次評価
（JKA）

個々の補助事業の評価
（審査・評価委員会評価）

補助金の確定

JKA補助事業全体の評価
（審査・評価委員会評価）

○事業完了後２週間程度以内に補助事業
　評価室に提出（Ｅメール）

○補助事業の完了報告書に添付して提出
　（書面）
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補助事業実施 補助事業実施年
度

翌
年
度

平
成

補助事業
完了後２
週間程度
以内

「自己評価 Ⅰ」＋「要因分析」
「自己評価書」提出

年
度

審　査 補助事業の選定（審査）

事
業
実
施
年
度

(

平
成

補助金交付内定
補助金交付内定

補助金交付申請
補助事業の計画（交付申請）
「事前計画書」再提出

補助金交付決定
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Ⅱ　JKA補助事業評価の手順

時期 補助事業の流れ
補助事業評価の流れ

補助事業者
審査・評価委員会

（JKA）

前
年
度

平
成

補助方針公示 補助方針の策定

補助金交付要望
補助事業の計画（交付要望）

「事前計画書」提出

（図表２）
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Ⅲ 自己評価の実施

１．自己評価の流れ

                      ・自己評価は、捉えるべきポイントが異なりますので、

２回実施していただきます。 （P5～）

※実施内容、提出時期が異なります。

・補助金交付申請時に提出された「事前計画／自己

評価書」のうち自己評価書部分 [（４／５）及び（５／

５）] に評価結果をご記入いただきます。（P8～11）

・ メールにて、評価結果が記入された「事前計画

／自己評価書」全体（１／５）～（５／５）をご提出い

ただきます。

自己評価の実施

自己評価書の作成

自己評価結果の提出

*** 自己評価実施にあたっての注意事項 ***

１．「事前計画」との対比

自己評価は、「事前計画」と実際の事業の実施状況を対比して実施してください。

止むを得ず、補助金交付申請後に事業計画を変更した場合は、別に提出した、（計画変

更用）「事前計画」と対比してください。

２．非数値の指標と目標値の達成状況

評価項目の性格上、数値で表現できない指標と目標を設定した場合でも、その達成状況

を必ず文章等でご記入ください。

３．採点欄のある評価項目

採点欄のある評価項目は、各人の主観ではなく、P12～13の［平成 24 年度 JKA 補助事

業「自己評価のスコアリングガイド」］を基準に採点してください。

４．評価体制

評価は、補助事業に係わる一部の特定の担当者や組織だけではなく、なるべく利用者や

参加者などの幅広い関係者、外部の第三者なども加わって行われることが望まれます。

※「評価委員会」が組織されることがより望ましいです。

特定の関係者のみで自己評価を実施しなければならない場合でも、それ以外の関係者

に対して、ヒアリングやアンケートを実施するなど、信頼できる自己評価に努めてください。

５．評価結果の記録

評価にあたっては、議事録の作成、アンケート結果を集計する等、評価過程を必ず記録
してください。（自己評価結果の提出の際には、この記録も併せてご提出いただきます。）
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２．自己評価の実施

（※１）・「事前計画／自己評価書」は、５ページ構成で、（１／５）～（３／５）については、補助

金交付申請時に既にご記入いただいています。

（※２）・複数の事業項目から構成される事業を実施した場合は、それぞれの事業項目毎に、

提出書類を作成し、提出してください。

    ・補助金交付申請後に、止むを得ず事業計画を変更した場合は、別に提出した、

（計画変更用）「事前計画／自己評価書（３／５）」も併せてご提出ください。

（※３）・１回目の評価結果は、補助事業評価室にＥメールにてご提出いただくほか、補助金の

精算後に、書面を「補助事業の完了報告書」に添付してご提出いただきます。

自己評価
１回目

（自己評価Ⅰ）＋（要因分析）

２回目

（自己評価Ⅱ）

実施

作成

評価時期 事業完了後速やかに 平成２６年３月

評価内容

① 補助事業の実施状況、事業の実

施結果及び実施直後に発生する

成果（改善効果）を確認し、事前計

画と対比して評価する。

② 事業の促進・阻害要因の分析を

行う。

① （平成 26年 2月末までの）補助事

業の成果・波及効果を確認し、事

前計画と対比して評価する。

② 「補助事業の目的（直接的な目

的）」、「社会的課題の解決等（補

助事業が最終的に目指すこと）」へ

の貢献、達成状況を評価する。

評価書式

（※１）

事前計画／自己評価書

（４／５）・（５／５）

[本要領 P8～11] 

事前計画／自己評価書

（４／５）

[本要領 P8～9] 

提出

提出時期 事業完了後２週間程度 平成２６年３月末まで

提出書類

（※２）

・事前計画／自己評価書

(１／５)～（５／５）

・評価過程の記録

・事前計画／自己評価書

(１／５)～（５／５）

・評価過程の記録

提出方法 Ｅメール（※３） Ｅメール

提出先 補助事業評価室 補助事業評価室
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３．自己評価結果の提出 （Ｅメール）

自己評価結果を含む「事前計画／自己評価書」を、Ｅメールにて補助事業評価室にご提

出いただきます。

・メールアドレスは、半角小文字です。（下記のファイル名の数字、記号も同様です。）

・本メールアドレスは、平成 24 年度公益事業振興補助事業のみに使用いただきます。

《メール件名・添付ファイル名》

１回目 ２回目

メール件名 自己評価 1 自己評価 2 

添付

ファイル名

事前計画／

自己評価書

整理番号_評価 1_補助事業者名

【ファイル名例】

24-9-999_評価 1_(財)◯協会

整理番号_評価 2_補助事業者名

【ファイル名例】

24-9-999_評価 2_(財)◯協会

評価過程の

記録

整理番号_記録 1_補助事業者名

【ファイル名例】

24-9-999_記録 1_(財)◯協会

整理番号_記録 2_補助事業者名

【ファイル名例】

24-9-999_記録 2_(財)◯協会

※ 整理番号、補助事業者名等は、半角のアンダーバーでつないでください。

・複数の事業項目から構成される事業を実施した場合は、下記の例にならい、添付ファイ

ル名に通し番号を付して、提出してください。（下記は、２事業あるファイル名例です。）

添付

ファイル名

【例】

事前計画／

自己評価書

24-9-999_評価 1_(財)◯協会_2-1 

24-9-999_評価 1_(財)◯協会_2-2

24-9-999_評価 2_(財)◯協会_2-1 

24-9-999_評価 2_(財)◯協会_2-2

評価過程の

記録

24-9-999_記録 1_(財)◯協会_2-1 

24-9-999_記録 1_(財)◯協会_2-2

24-9-999_記録 2_(財)◯協会_2-1 

24-9-999_記録 2_(財)◯協会_2-2

・補助金交付申請後に、止むを得ず事業計画を変更した場合に自己評価書に併せて提出

する、（計画変更用）「事前計画／自己評価書（３／５）」の添付ファイル名は、以下の例に

倣ってください。

24-9-999_事前計画(変更)_(財)◯協会

補助事業評価室 メールアドレス p24hyoka@keirin-autorace.or.jp
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（メモ）
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＜交付申請＞

  ①  自己評価Ⅰ　〔事業終了直後に、(3)個別項目の評価から実施状況等を振り返り、事業全体を評価してください。〕

　②  自己評価Ⅱ　〔平成２６年２月末時点に、(3)個別評価項目「事業の成果・波及」の状況を確認し、補助事業が最終的に目指すこと（社会的課題の解決
等）の達成状況及び、今後の展望をご記入ください。〕

① 自己評価 Ⅰ 11月8日に評価委員会（「祭り開催サポート会議」委員会7名＋県教育委員会、市教育課、地域住民4名、計13名）を
開催し、成果報告と自己評価の検討、決定を行った。また議事録は事業成果集へ掲載する。

採点

自己評価の体制
※研究補助の場
合は、「成果の利
活用方法」を記入

5

達成
目標

① 自己
　評価 Ⅰ

①約500名
②5回

①125%
②100%

② 自己
　評価 Ⅱ

①45％

3

① 自己評価 Ⅰ ［達成値］ ［達成状況］ ［具体的内容］

①全児童50%以上の目標値は達成できなかったが、昨年と今年この事業を行っ
た子どもたちの参加率は50%を超えており、事業の効果はあった。今後この事業
を継続していく事で、地域貢献ボランティア活動への自主的参加率は、更に上
がるのではないかと思われる。

採点①90%

事業の
成果・
波及

① 自己評価 Ⅰ 8月：「○○祭り」の開催（企画，運営）
9月：「△△踊り」の練習、校区運動会での△△踊りの披露
10月：高齢者養護施設「◇◇園」での△△踊りの披露事業内容

事業の新
規性また
は継続の
必要性

一時は開催されることがなかった祭りを復活させ、子どもばかりか地域の大人のやる気をも奮起させた本事業の効果
は素晴らしいものだった。
子どもたちの頑張る姿に感動し、来年も祭りを行うという自治会長の宣言があったことからも、継続の必要性は伺える。

採点

4

4

事業の
発展性

子どもたちによる伝統芸能の継承だけでなく、大人も踊りに参加したいという声も多く、練習では子どもも大人も一緒に
なって行っている。地域のふれあいは目にも明らかとなった。

（２） 個別項目評価 〔実施状況等を振り返り、個別に評価してください。〕

　　 ① 自己評価Ⅰ　②　自己評価Ⅱ　　〔個別の評価項目について、事前計画の達成状況等を把握し、分析・評価してください
① 自己評価 Ⅰ 本校区内に居住する小中学生がふるさとを舞台とした地域交流活動を企画したことで、子どもたちと地域住民の交流

の機会や場が増え、過疎化や少子化が進行しつつあった地域の活性化に寄与することができた。
採点

受益者
（ニーズ） 4

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

事業全体
についての
意見・所感

子ども達による地域活性化活動から、過疎化や少子化が進行していく地域を元気付けたいと企画。保護者や地域住民の関
心も高く予想をはるかに超える参加があった。感謝の言葉を子どもたちに直接かけてくださった高齢者の方もいた。この喜
びをまとめた感想文が地元新聞社に掲載され大きな反響があった。子どもたちに「人のため・地域のため」に貢献できる喜
びを体験させることができ、大変意義深い事業となった。

優れている点・課
題、改善すべき点
※審査・評価委員
会意見が付された
場合はその対応
状況も記入

【優れている点】ふるさとを舞台にした地域活動により、ふるさとへの愛着心、ふるさとへの貢献意欲が高まってきた（アン
ケート結果より）。また、自分たちの力で地域活動をしている子どもたちの姿に、大人たちも刺激を受け、地域全体が活性化
しつつある。
【改善すべき点】本事業を今後も継続していく体制を構築していくことが最も大きな課題である。

その他、アピー
ルしたい点、是
非知ってもらい
たい点

今回の補助事業の認定を受けたことで、保護者や地域住民の注目を浴び、保護者や地域の全面的な協力を得るきっ
かけにもなった。

競輪・ｵｰ
ﾄﾚｰｽ補
助金によ
る事業で
あること

①1回
②町内8箇
③400部
④1カ所

①50%
②100%
③115%
④100%

自己評価Ⅱ作成日平成26年3月3日 作成者
５．補助事業の自己評価

自己評価Ⅰ作成日平成24年11月11日

事業の
実施
結果

①記事を掲載した学校だよりは、現時点で3回の発行となり目標を達成出来
ていないが、本小学校区全世帯に配布し大きくアピールすることができた。
②事前計画にはなかったが「祭り」は地元テレビ局の取材を受け放送された。 3

①学校だより6月号でこの事業が競輪・オートレースの補助事業で行われるこ
とを掲載した。1月号で掲載予定
②祭り開催案内を町内8カ所に掲示する際に競輪・オートレースの補助事業
で行われることを掲載した。
③・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
④・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

採点

△△　△△
（１） 総合評価

情報
発信

事業の
結果

①3回 ①75%

採点

実施計画
・体制

・「実行委員会」を子ども中心に組織し、企画、準備。保護者や自治会役員等で構成された「サポート会議」が、子ども
たちでは不可能な舞台設置、照明設備等の会場設営を請け負った。
・「△△踊り保存会」では新たに中学生も指導者に加わる体制が整った。今年は、初めて大人達の踊りも披露された。

採点

4
［具体的内容］

採点

3

①校区外からも多くの参加者があり、予想をはるかに超え大盛況であった。
②保護者の協力もあり、予定通り練習できた。

採点

4

補助事業が最終
的に目指すこと
（課題の解決等）
の達成状況及び
今後の展望

・このままこの事業が続いていけば、当地域は子どもを中心とした町づくりが期待できる。
・活動が評価され、県から「優良地域」としての認証を受けた。
・今回の活動をまとめ教育研究論文に応募し入賞した。

［達成値］ ［達成状況］

採点

4

Ⅳ　自己評価書の記入にあたって
　１．【事前計画／自己評価書 （４／５）】　記入例

○○　○○

JKA補助事業　平成２４年度　事前計画／自己評価書（４／５）

作成者

事前計画では【指標】  学校だより掲載回数

【目標値】 4回 と設定していた。

スコアリングガイドの達成率を計算する時は、複数の達成状況の

平均で当てはめてください。（この場合、91％）

事前計画では【指標】  ①祭りへの参加人数 ②△△踊りの練習回数

【目標値】 ①400名 ②5回 と設定していた。

事前計画では【指標】 ①地域のボランティア活動への自主的参加率 【目標値】 ①50%

─ �─



　２．【事前計画／自己評価書 （４／５）】　作成の注意事項　

    （自己評価にあたっては、P4～６の「Ⅲ 自己評価の実施」もご参照ください。）

   (2) 「自己評価Ⅰ」と「自己評価Ⅱ」は、実施時期が異なりますので、区別して実施してく

      ださい。

   (3) 採点欄のある評価項目

   ① 「(1) 総合評価」の採点欄

　　　   P12～13の「自己評価スコアリングガイド」の総合評価欄を基準に採点してください。

　   ※「(2) 個別項目評価」の各採点欄の平均点ではありません。

   ② 「(2) 個別項目評価」の各採点欄

　      P12～13の「自己評価のスコアリングガイド」の該当する評価項目欄を基準に採点

   (1) 左ページの記入例を参考に、事業の実施状況、目標の達成状況等について「自己

　　     してください。

     評価」を実施し、「事前計画／自己評価書（４／５）」に記入してください。

＜想定した事業＞「地域ふれあい交流活動」

・近年開催されていない祭りの開催と地域伝統芸能である踊りの

継承活動を地域の小中学生が中心となり行う。

・事前計画では事業の実施結果の指標を「祭りの参加人数」「踊り

の練習回数」と設定した。

─ �─



＜交付申請＞

*  (15) その他

 (11) 利害関係者
    (受益者以外)の
    要望への対応

 (16)

 (13) 同様の技術
    開発

 (14) 競合するサー
    ビス・事業の出
    現

 (6) 設計仕様の変
　 更 (主に建築)

 (7) その他

 (4) 実施期間
  (事業終了までに
  要する期間)

*
 (5) 事業運営のノ
   ウハウ(進捗管
   理、資金管理等)

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

事業の促進・阻害要因の自己分析
促進 阻害 要因分類 (a) 促進または阻害要因の具体的な内容 (b) 対応、今後この分析結果をどう活かすか。

内
部
要
因

JKA補助事業　平成２４年度　事前計画／自己評価書（５／５）

（３） 事業の促進・阻害要因の自己分析 　（① 自己評価　Ⅰに併せて実施してください。）

 ● 事業の目標達成を促進した、あるいは阻害した要因について、「要因分類」 (1)～(15)の「促進」または
「阻害」欄に「＊」を記し、要因の内容を (a) 欄に、阻害要因への対応あるいは今後この分析結果をどう活かすかを(b)
欄に、それぞれの要因分類の番号(1)～(15)を付して、具体的にご記入ください。

● 促進または阻害要因が無い場合には、(16) の欄に「＊」を記し、その理由をご記入ください。

外
部
要
因

 (8) 受益者の規模
   ・ニーズ

（9）保護者や地区公民館関係者だけでなく、舞
台出演に無償で協力していただけた中学校ブ
ラスバンド部、地元音楽関係企業等の協力や支
援があり、大好評を博することができた。

（15）本事業は、新聞やテレビでも報道され、本
町の議会だよりの表紙写真にも掲載予定であ
る。これにより、町内他校区への刺激となり、地
域活性化に大きく寄与でき、校区民の誇りとも
なった。

 (12) 災害の発生
     (地震、洪水等)

*
 (9) 実施体制以外
   の団体等の協
   力・支援

 (10) 関連法制度
    の変更

(2）本事業に申し込んだ担当者がほとんど一人
で企画運営を行い、子どもたちや保護者、地域
関係者に働きかけて事業が成功したが、実施体
制は万全とは言えなかった。

(5)事業運営に携わった代表者（本記入者）が時
間的にも余裕があり、事業運営のノウハウも持ち
合わせていたので実施できたが、そうでなけれ
ば運営が困難であったと思われる。

(2)事業が大成功であったため、今後の協力体
制が構築できつつある。前例ができたことで今
後の体制は構築しやすい。

(5)複数の教員や地域の大人に事業運営の事
務担当者としてノウハウを伝え育成していく予定
である。

*
 (2) 実施体制
　 (人員、関係機関
　の協力等の確保)

 (1) 経費

 (3) 資材調達
　(事業実施に必要
  な物資等の確保)

　３．【事前計画／自己評価書 （５／５）】　記入例
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　４．【事前計画／自己評価書 （５／５）】　作成の注意事項　

    （自己評価にあたってはP4～6の「Ⅲ 自己評価の実施」もご参照ください。）

   　　　※ 自己評価Ⅰに併せて、補助事業完了後速やかに実施してください。　

　 (2) 事業の目標達成を促進した、あるいは阻害した要因について、「要因分類」 (1)～(15)

      の「促進」または「阻害」欄に「＊」を記し、要因の内容を (a) 欄に、阻害要因への対応

  あるいは今後この分析結果をどう活かすかを(b) 欄に、それぞれの要因分類の番号(1)

      ～(15)を付して、具体的にご記入ください。

   (3) 促進または阻害要因が特に無い場合には、(16) の欄に「＊」を記し、その理由をご

　 記入ください。

   (1) 左ページの記入例を参考に、事業の目標達成を促進した、あるいは阻害した要因

     の自己分析を実施し、「事前計画／自己評価書（５／５）」に記入してください。
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Ⅴ　平成２４年度　JKA補助事業　「自己評価スコアリングガイド」　(1/2)

《　計画通り、問題なく事業が実施でき、予定通りの成果が上げられれば、評価点は「４」点となります。》

5 全体として極めて高いレベルの事業であった。

4 全体として比較的高いレベルの事業であった。

3 一部に不十分な水準の内容があり、今後の課題となるが、全体としてはほぼ問題のないレベルの事業であった。

2 全体として不十分なレベルの事業であり、いくつもの課題が残った。

1 全体として極めて不十分なレベルの事業であり、根本的な見直しが必要である。

5 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、当該受益者のニーズに沿った適切な事業を実施することができた。また
加えて、想定した受益者を超えて、補助事業の効果が大きな広がりを見せている。

4 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、当該受益者のニーズに沿った適切な事業を実施することができた。

3 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、一部変更はあるものの当該受益者のニーズにほぼ沿った事業を実施
することができた。

2
受益対象者、ニーズの想定の一部に誤りがあり、計画変更が必要であった。または、受益対象者、ニーズの想定は
適切であったものの、計画に問題があり当該受益者のニーズに対応するために、大幅な計画変更が必要であっ
た。

1 受益対象者、ニーズの想定に大きな誤りがあった。または、受益対象者、ニーズの想定に誤りがなかったものの、
本事業の内容との齟齬が大きく、計画変更を行っても当該受益者のニーズに対応することができなかった。

5 【新規性】　事前計画で予定した以上の新規性があった。又は他にない取組を行うことができた。
【継続の必要性】　事前計画で想定した以上の必要性があった。

4 【新規性】　事前計画で予定した通りの十分な新規性があった。
【継続の必要性】　事業計画で想定した通りの十分な必要性があった。

3 【新規性】　事前計画の予定を下回ったが、ある程度の新規性はあった。
【継続の必要性】　事業計画の想定を下回ったが、ある程度の必要性があった。

2 【新規性】　新規性は乏しかった。
【継続の必要性】　必要性は乏しかった。

1 【新規性】　新規性は無かった。
【継続の必要性】　必要性は無かった。

5 事前計画の想定を上回る、具体的な効果等があった。

4 事前計画の想定通りの、具体的な効果等があった。

3 事前計画の想定は若干下回ったが、具体的な効果等があった。

2 事前計画で想定したレベルにはまだ至っていないが、具体的な効果等が発現する十分な見込みがある。

1 具体的な効果等の発現は難しい。

5
事前計画は、内容及び結果・成果からみて妥当な計画（実施手法・スケジュール・コスト・体制）であった。また、実
施過程における更なる創意工夫により、スケジュール面、コスト面等で事前計画を超える事業を実施することができ
た。

4 事前計画は、内容及び結果・成果からみて妥当な計画（実施手法・スケジュール・コスト・体制）であった。また、事
前計画通りに円滑、効果的かつ効率的に事業を実施できた。

3 事前計画の実施手法、実施体制で若干不十分な部分があり、修正が必要であったが、ほぼ支障なく事業を実施で
きた。

2 事前計画に不十分な部分（実施手法・スケジュール・コスト・体制）があり、コストの増加、スケジュールの遅延等で
計画変更を余儀なくされた。

1 事前計画またはその実施過程に問題があり、コストの大幅な増加が生じた。　【事前計画の50％以上の増加】　　ま
たはスケジュールの大幅な遅延（事業の完了が平成25年3月31日を越える）が生じた。

総合評価

(1)
受益者（ニーズ）

(2)
事業
内容

事業の新規性
（新たな発想
による、または
新分野への取
組み）または
継続の必要性

事業の
発展性
（事業完了
後に想定さ
れる効果
等）

実施計画
・体制
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Ⅴ　平成２４年度　JKA補助事業　「自己評価スコアリングガイド」　(2/2)

《　計画通り、問題なく事業が実施でき、予定通りの成果が上げられれば、評価点は「４」点となります。》

5 事前計画の目標値を大きく上回って達成することができた。　【達成状況120％以上】

4 事前計画の目標値を達成することができた。　【達成状況100％以上～120%未満】

3 事前計画の目標値をやや下回った。　【達成状況80%以上～100%未満】

2 事前計画の目標値を下回った。　【達成状況60%以上～80%未満】

1 事前計画の目標値を大幅に下回った。　【達成状況60%未満】
または、達成値が明確でなく達成状況が判定できない。

5 事前計画の目標値を大きく上回って達成することができた。　【達成状況120％以上】　　または、目標値の達成
【達成状況100%以上】 に加えて、想定外の成果の波及効果があった。

4 事前計画の目標値を達成（達成状況100％以上～120%未満）することができた。または、目標値をやや下回った
（達成状況80%以上～100%未満）が、想定外の成果の波及効果があった。

3 事前計画の目標値をやや下回った。　【達成状況80%以上～100%未満】　　または、目標値を下回った 【達成状況
60%以上～80%未満】 が、想定外の成果の波及効果があった。

2 事前計画の目標値を下回った。　【達成状況60%以上～80%未満】

1 事前計画の目標値を大幅に下回った。　【達成状況60%未満】　　または達成値が明確でなく達成状況が判定でき
ない。

5
事前計画の目標値を大きく上回って達成することができた。　【達成状況120％以上】　　または、目標値の達成
【達成状況100％以上）】 に加えて、外部の大きな反響または高い評価を受けた。（表彰、専門誌・新聞等に取り上
げられるなど）

4
事前計画の目標値を達成することができた。　【達成状況100％以上～120%未満】　　または、目標値をやや下回っ
た 【達成状況80%以上～100%未満】 が、追加的に、計画外の手法（自ら行うもの又は外部機関が行うもの）で広報
を行うことができた。

3
事前計画の目標値をやや下回った。　【達成状況80%以上～100%未満】　　または、目標値を下回った 【達成状況
60%以上～80%未満】 が、追加的に、計画外の手法（自ら行うもの又は外部機関が行うもの）で広報を行うことができ
た。

2 事前計画の目標値を下回った。　【達成状況60%以上～80%未満】

1 事前計画の目標値を大幅に下回った。　【達成状況60%未満】　　または、達成値が明確でなく達成状況が判定で
きない。

5
事前計画の目標値を大きく上回って達成することができた。　【達成状況120％以上】　　または、目標値の達成
【達成状況100%以上】 に加えて、計画外の自らのオリジナルな手法で広報を実施、または外部機関（新聞等）に大
きく取り上げられた。

4
事前計画の目標値を達成することができた。　【達成状況100％以上～120%未満】　　または、目標値をやや下回っ
た 【達成状況80%以上～100%未満】 が、追加的に、計画外の手法（自ら行うもの又は外部機関が行うもの）で広報
を行うことができた。

3
事前計画の目標値をやや下回った。　【達成状況80%以上～100%未満】　　または、目標値を下回った 【達成状況
60%以上～80%未満】 が、追加的に、計画外の手法（自ら行うもの又は外部機関が行うもの）で広報を行うことができ
た。

2 事前計画の目標値を下回った。　【達成状況60%以上～80%未満】

1 事前計画の目標値を大幅に下回った。　【達成状況60%未満】　　または、達成値が明確でなく達成状況が判定で
きない。

5 外部委員が参加する評価委員会で評価が実施され、記録（議事録）から評価過程等が確認できる。

4
団体内部に組織された評価委員会で評価が実施され、記録（議事録等）から評価過程等が確認できる。または、委
員会形式ではないが、何らかのかたちで利用者や参加者などの幅広い関係者、外部の第三者が加わった評価を
実施し、記録（議事録等）から評価過程等が確認できる。

3 委員会形式ではないが自らの事務局内部に組織上の評価体制があり、記録（議事録等）から同体制で実施された
評価過程等が確認できる。

2 本事業の担当者が単独で評価し、団体責任者が決裁するなど、評価について議論する場が設定されていないが、
評価過程等が記録で確認できる。

1 担当者のみで評価した。または、議事録など、評価の実施過程等を示す記録がない。

(5)
自己評価の体制

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

事業の
成果・
波及

(4)
情報
発信

事業の
結果

競輪・ｵｰﾄ
ﾚｰｽ補助金
による事業
であること
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（書式見本）

 １．申請事業者  ２．申請事業　，３．補助事業実施の必要性（意義）

 ４．補助事業の事前計画

補助金交付申請時に作成

　　　　事前計画／自己評価書　（１／５）～（３／５）

（１／５） （２／５）

（３／５）

＜交付申請＞

JKA使用欄

特記事項

事業の
実施責任者
の主な経
歴・業績
（研究補助
は別記入）

これまで
の主な
活動内容

過去のJKA補助実績

いつ
から

代表者
氏名

（役職名）

フリ

ガナ

過去５年間のJKA補助実績

　平成○○年　△△△△千円
　平成□□年　◎◎◎◎千円

団体の
使命・目的

住　所

〒０００-００００
電　話

FAX

担当者

E-mail

代表

ホーム
ページ

 http://

担当者     @

担当者

代表     @

代表

名　称

フリ

ガナ

氏　名

フリ

ガナ

法人格取得 年　月　日

設　立 年　月　日

事
務
担
当
者

法人格
所属部署
（役職名）

JKA補助事業　平成２４年度　事前計画／自己評価書（１／５）

整理番号

１．申請事業者

＜交付申請＞

年計画

年から[

　補助事業の結果（アウトプット）、成果（アウトカム）の直接的な効果により達成を目指す、補助事業の直接的な目的を記入してください。

補助事業の直接的な目的

（２）補助事業の直接的な目的

社会的課題
の現状

目指す姿

３．補助事業実施の必要性（意義） 作成日 平成　年　月　日 作成者

　社会的課題の現状と、この補助事業が最終的に目指す姿（課題が改善、解消、解決等された社会等の状況）を記入してください。

補助事業が最終的に目指すこと （社会的課題の改善、解消、解決等）

○補助事業実施の必要性を、最終的に解決等を目指す社会的課題及び受益者（ニーズ）との関係で整理してください。
　 補助事業の結果（アウトプット）・成果（アウトカム）により、（２）の補助事業の直接的な目的を達成し、最終的には、社会的課題が改善、解消、解決
等された社会等の状況「目指す姿」の実現 [（１）の補助事業が最終的に目指すこと] を図ります。

（１）補助事業が最終的に目指すこと

円
補助対象
経費総額

委託
比率 %

補助金を
必要とする理由

委託想定先 1 2 3

円委託事業の有無 円
委託
比率 %

当該事業に関し、他の団体に対する補助申請
又は補助申請予定の有無

補助金
交付申請額

補助率

円
事業コード

]年目

事業費総額

年目

継続要望

要望履歴

／
団体名称

中
断

種別

複数年度
要望

事業項目名

事業区分のチェックポイントに

円

委託調査の有無

種類
事業
区分

公益目的事業情報

]

[ ]
補助事業名

事業
形態

[

総事業
項目数

JKA補助事業　平成２４年度　事前計画／自己評価書（２／５）

項番 ／

２．申請事業

＜交付申請＞

(5)　自己評価の
体制

※研究補助の場合

は、「成果の利活用

方法」を記入

事業の
成果・
波及

競輪・ｵｰﾄ
ﾚｰｽ補助
金による事
業であるこ
と

［具体的内容］

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

　【予算】　別紙：収支予算書のとおり　【スケジュール】　別紙：スケジュール表のとおり

事業の
結果

(4)
情報
発信

［指標］ ［目標値］

実施体制

［目標値］ ［具体的内容］［指標］

事業の
実施
結果

(3)
達成
目標

事業の
発展性

]

実施
場所

予算等 　【事業の完了時期】　 [ 平成　年　月　日

実施
計画

(2) 事業内容

事業の新規性
または継続の
必要性

(1) 受益者
（ニーズ）

補助事業

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

４
／
５

５
／
５

を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

JKA補助事業　平成２４年度　事前計画／自己評価書（３／５）

４．補助事業の事前計画

補助金交付申請時、自己

評価時ともに、事前計画／

自己評価書は、（１／５）～

（５／５）の５ページ全体を

提出ください。

─ �� ─



 ５．補助事業の自己評価  ５．補助事業の自己評価
(1) 総合評価
(2) 個別項目評価

(3) 事業の促進・阻害
　　要因の自己分析

　事前計画／自己評価書　（４／５）～（５／５）

自己評価時に作成

（４／５） （５／５）

＜交付申請＞

① 自己評価 Ⅰ 採点
 自己評価の体制※
研究補助の場合は、

「成果の利活用方法」

を記入

採点
［達成状況］ ［具体的内容］

達成
目標

競輪・ｵｰﾄ

ﾚｰｽ補助金

による事業

であること

事業の
結果

［達成値］

採点

［達成値］ ［達成状況］ ［具体的内容］

① 自己評価 Ⅰ

情報
発信

事業の
成果・
波及

事業の
実施
結果

採点
事業の新

規性または

継続の必

要性

採点

事業の
発展性

② 自己

　評価 Ⅱ

① 自己

　評価 Ⅰ
採点

実施計画
・体制

採点

採点

受益者
（ニーズ）

① 自己評価 Ⅰ 採点

① 自己評価 Ⅰ

事業内容

（２） 個別項目評価 〔実施状況等を振り返り、個別に評価してください。〕

　　 ① 自己評価Ⅰ　②　自己評価Ⅱ　　〔個別の評価項目について、事前計画の達成状況等を把握し、分析・評価してください。〕

　②  自己評価Ⅱ

その他、アピール
したい点、是非
知ってもらいたい

点

採点

優れている点・課題、

改善すべき点※審

査・評価委員会意見

が付された場合はそ

の対応状況も記入

　〔平成２６年２月末時点に、(2)個別評価項目「事業の成果・波及」の状況を確認し、補助事業が最終的に目指すこと（社会的課題の解決等）の達成状況及び、今後の展

望をご記入ください。〕

補助事業が最終的

に目指すこと（課題

の解決等）の達成状

況及び今後の展望

事業全体に
ついての意見
・所感

（１） 総合評価

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

  ①  自己評価Ⅰ 　〔事業終了直後に、(2)個別項目の評価から実施状況等を振り返り、事業全体を評価してください。〕

作成者

自己評価Ⅰ作成日 平成　年　月　日 作成者

JKA補助事業　平成２４年度　事前計画／自己評価書（４／５）

５．補助事業の自己評価
自己評価Ⅱ作成日 平成　年　月　日

＜交付申請＞

 (14) 競合するサー
    ビス・事業の出
    現

 (15) その他

 (13) 同様の技術
    開発

 (11) 利害関係者
    (受益者以外)の
    要望への対応

 (10) 関連法制度
    の変更

促進

 (12) 災害の発生
     (地震、洪水等)

外
部
要
因

 (9) 実施体制以外
    の団体等の協
    力・支援

 (6) 設計仕様の
　　変更 (主に建築)

 (7) その他

 (5) 事業運営のノウ
    ハウ (進捗管理、
    資金管理等)

 (8) 受益者の
    規模・ニーズ

 (4) 実施期間
    (事業終了までに
   要する期間)

 (3) 資材調達
    (事業実施に必要
    な物資等の確保)

(b) 対応、今後この分析結果をどう活かすか。要因分類 (a) 促進または阻害要因の具体的な内容

内
部
要
因

 (2) 実施体制
    (人員、関係機関
    の協力等の確保)

 (1) 経費

阻害

事業の促進・阻害要因の自己分析

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

 ● 事業の目標達成を促進した、あるいは阻害した要因について、「要因分類」 (1)～(15)の「促進」または「阻害」
    欄に「＊」を記し、要因の内容を (a) 欄に、阻害要因への対応あるいは今後この分析結果をどう活かすかを
     (b) 欄に、それぞれの要因分類の番号(1)～(15)を付して、具体的にご記入ください。

● 促進または阻害要因が無い場合には、(16) の欄に「＊」を記し、その理由をご記入ください。

 (16)

JKA補助事業　平成２４年度　事前計画／自己評価書（５／５）

（３） 事業の促進・阻害要因の自己分析 　（① 自己評価　Ⅰに併せて実施してください。）

─ �� ─



問合せ先

財団法人 ＪＫＡ

〒102-8011 東京都千代田区六番町４番地６

 [補助事業評価室]

事業評価課         TEL:03(3512)1279

                      FAX:03(3512)1274

問合せ時間 平日の 9時30分 から  12時まで

  13時 から 17時30分まで

補助事業 http://ringring-keirin.jp

ホームページアドレス


